
Ⅰ．はじめに

　人工林資源の成熟化の一方，長期に材価は低迷しており，森林
施業の効率化，林業生産コストの低減，労働強度の軽減や労働安
全の確保を図る上で作業道の整備は重要であり，開設に対する
国・地方自治体からの補助の充実が図られている。また，作業道
は従来，一時的施設として認識されることが多かったが，適切な
森林管理のためには継続して利用することが必要であり，作業道
の計画的な整備や維持管理を検討することが求められる（4）。
作業道は林道とは異なり，作設後の管理は受益者が担うことが基
本である（3）。しかし，作業道に関する研究は作設手法や作設
効果に関するものが多く，作設後の維持管理に着目したものはほ
とんど見られない。一方，山村では高齢化・過疎化が進行し，路
網の管理を含む地域活動の継続が困難になりつつあることが指摘
されている（1）。
　そこで，本研究では１９７０年代から路網整備をすすめ，林業生産
活動が活発な宮崎県耳川流域を対象に，施業計画団地の代表者ア
ンケートおよびインタビュー調査によって，作業道の維持管理体
制と今後の作業の継続性についての考察をおこなった。また，本
研究で対象とする作業道は，長期的に使用することを前提として
開設されたものを指し，簡易な構造で一時的な利用にとどまるも
のは含まないものとする。

Ⅱ．調査方法

　耳川流域では数林班を単位に，範囲内の森林所有者が共同で属
地的に施業計画を策定し，代表者が選定されている（2）。そこ
で，まず２００７年９月に施業計画団地代表者２９名（美郷町旧西郷村

（以下，旧西郷村）は全ての団地代表者１０名，椎葉村１９名），諸塚
村においては，作業道管理単位とされる集落組織の実行組合代表
者９名にインタビュー調査をおこなった。その結果を受けて，森
林管理や林内路網に関するアンケートを作成し，インタビュー未
実施の施業計画団地代表者に対して郵送により送付，回収をした。
アンケート送付数・回収数は表－１に示すとおりであり，送付数
は椎葉村７１通，諸塚村５９通で，回収数（率）は椎葉村６１通
（８６％），諸塚村４６通（７８％）であった。本稿では，アンケート結
果および施業計画団地代表者へのインタビュー結果を集計し考察
した。
　また，アンケートの結果より一部の団地において作業道管理へ
の出役者数減少の中で，在村所有者への呼びかけ強化等の取り組
みが見られた。そこで，それらの団地代表者に２００９年２月に取り
組みを始めたきっかけや取り組みの概要についてインタビュー調
査をおこなった。
　なお，アンケート及びインタビューでは，村道・林道・作業道
の規格，作業道の主な開設目的，災害の発生状況などについては
団地内の道すべてを対象として質問し，団地内の路線の状況全体
を把握することを目的とした。一方で，作業への出役者数，平均
年齢など路網の清掃・管理に関する項目は，一斉清掃などの作業
をおこなう集落組織を維持管理体制の中心であるものとして共同
で管理をおこなっている道を対象に質問し，集落組織による管理
が今後も継続可能であるかという点を考察した。

Ⅲ．調査地の概要

　宮崎県耳川流域は，宮崎県北部に位置し日向市，門川町，美郷
町，諸塚村，椎葉村からなる。本研究においては最上流域の椎葉
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村，林内路網密度の高い諸塚村と旧西郷村を対象に調査をおこ
なった。この地域は全体として地形が急峻であり耕地が少ない。
耳川流域は林内路網密度が，２００７年３月の時点で４１．０m/ha（うち
公道等１０．２ m/ha，林道７．７ m/ha，作業道２３．１ m/ha）に達し，
県内平均を大きく上回り，林業生産基盤整備の促進が伐出に有利
に作用している点が特徴として指摘される（5）。調査対象地３
村の作業道延長は約１，６００kmに及んでいる。
　諸塚村においては生活道としての利用も視野に入れ，可能な限
り行き止まりを設けず循環型の路網となるよう配慮している。路
網の管理は生活道として利用されるものなど主要な道は実行組合
や自治公民館といった集落組織で作業を実施しており，個人の山
に入る受益者の限られる作業道は各路線の受益者個人または数名
で作業を実施している。
　一方，旧西郷村と椎葉村では，作業道は森林管理のために林内
へのつっこみ型として作設され，受益者が維持管理をおこなって
きたが，森林整備地域活動支援交付金（以下，支援交付金）の開
始以降，集落で主要な作業道の管理をおこなう例も見られるよう
になった。　　　　
　集落の一斉清掃などの際に実施する作業は道の草刈りや横断溝
や側溝にたまった泥の除去などである。インタビュー調査による
と，これらの作業等は地形や作業従事者の年齢層などに影響され
るものの０．８〜１．２km/人日程度の作業効率で行われている。こ
れらの作業をおこなう路線の延長は数km程度の団地が多かった
が，団地によりばらつきが大きく，数百ｍというものから，多い
団地では２０kmを超える団地も見られた。一斉清掃の作業実施時
期は春・秋の２回おこなう場合と夏に１回おこなう場合の２つの
タイプがあり，いずれの場合も１回の作業は１日で終わるように
している場合が多いと考えられる。また，台風・梅雨の前後には
代表者ら数名が巡視をおこなっている。

Ⅳ．アンケート結果

　林内路網管理への各団地の出役者の平均年齢は，図－１に示さ
れるように，５０代，６０代が多くそれぞれ４４％ずつを占めた。椎葉
村の一部の団地では出役者の平均年齢が７０代に達しており，今後
の管理の継続が懸念される。図－２は，各団地の出役者平均年齢
を地図上に表示したものであり，椎葉村の北部に出役者平均年齢
が７０歳を超えている団地が複数まとまっていたり，旧西郷村は全
体が出役者平均年齢６０歳以上となっていたりする等，比較的高齢
な団地が偏って存在している。高齢化が進行している団地が偏在
することから，さらに高齢化が進行し単独の団地による管理が困
難になった際に周囲の団地から協力が得られず維持管理が継続で

きなくなる恐れがある。
　「現在の体制であとどのくらい管理を継続できるか」という質
問に対しては表－２に示されるように「あと１０年以上可能であ
る」という回答が最も多く４３％であった。一方で，「現時点で管
理を行うことが難しい」という回答が１３％あり，「わからない」
という回答も２６％あった。管理の継続が困難な理由としては，高
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表－１．各村における調査実施数及び林内路網の実態（２００７年実施）

うち
作業道
（m/ha）

林内路網
密度

（m/ha）
把握率
（％）実態把握数

アンケート（１１月配布）聞き取り
調査数

（９月実施）
属地の森林
施業計画数町村名 回収数

（同率％）配布数

３７．８６２．３１００１０１０　　１０旧西郷村
３０．１５８．８７８４６４６（７８）５９（９）５９諸塚村
１５．６２８．２８９８０６１（８６）７１１９　　９０椎葉村
２３．２４１．９８６１３６１０７（８２）１３０２９（９）１５９計・平均

資料：アンケート実施結果および宮崎県平成１８年度林内路網統計より作成
注：聞き取り調査実施数の（　）内は施業団地代表者数ではなく実行組合代表者数

　　ダム流域界
　　河川
年齢層
　　50代未満
　　50代
　　60代
　　70代以上
　　回答なし及び範囲外

椎葉村椎葉村

諸塚村諸塚村

旧西郷村旧西郷村

図－２．各団地の出役者平均年齢
資料：施業計画策定者アンケートより
　　　（GIS化は加治佐剛氏,河川データとのリンクは山本慎太郎氏の

協力を得た。地図に国土地理院発行の数値地図２５０００（空間
データ基盤）の一部を使用。）

図－１．各団地の作業道管理参加者平均年齢
資料：アンケート結果より作成
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齢化・後継者不足をあげる団地が最も多く３３団地であった。支援
交付金の減額をあげる団地もおもに椎葉村に１１団地みられた。
　現時点で管理がなされていない作業道の本数を質問したところ，
３村合計で４４団地に管理を放棄している作業道があるということ
であり，路線数は７５路線であった。これは，回答のあった団地の
約３２％を占めており，多くの団地に管理されていない作業道が存
在している。その理由の多くは台風等の際に崩壊し，修復されて
いないため立ち入ることができないというものであり，一部には
高齢化や人口減少の影響をあげる団地も見られた。
　作業道管理への参加者数の近年の動向をみると，５４％の団地で
減少していると回答した。諸塚村と旧西郷村では過半数の団地が
「減少した」という回答であった。椎葉村も「あまり変化が見ら
れない」，「減少した」という回答がほとんどであったが，１団地
のみ「増加した」という回答があった。
　参加者が減少した団地において，「減少したことにより作業に
どのような変化が生じたか」という質問に対しては，図－３のよ
うに「１人当たりの作業量が増加した」という回答が９０％を占め，
「他出後継者が参加するようになった」，「不在村所有者への呼び
かけを強化した」，「村内他地区と協力するようになった」といっ
た対策を講じている団地は合計で８団地，１０％であった。
　また，集落の生活道としても利用される作業道の場合，各家庭
から１人出役するなどの原則に則り，出役する義務はあるが，年
齢や仕事の都合などにより出役できない家庭があった場合の対応
としては図－４のように「出役可能な家のみで作業を行う（出不
足金・手間替えなどは求めない）」が最も多く８０％を占め，以下
は「雇用等により代役を立ててもらう」９％，「出不足金を取る」
８％，「都合のつく日に作業をしてもらう」３％であった。出役
者数の減少による変化の回答と合わせて考察すると，出役可能な
住民に対して作業道管理に関わる作業の負担が集中する形になっ
ていることが示唆される。

Ⅴ．作業道管理参加者数減少への対応

　前述のように参加者数が減少している団地の一部では何らかの
対策により出役者を確保している事例が見られた。「他出後継者
が参加するようになった」と回答したのは椎葉村１団地と旧西郷
村１団地，「不在村所有者への呼びかけを強化した」と回答した
のは諸塚村２団地と旧西郷村１団地，「村内他地区と協力するよ
うになった」と回答したのは椎葉村１団地と諸塚村２団地であっ
た。複数の回答をおこなった団地もあり，合計８団地で新たな対
応をしていることが把握された。これらの団地のうち，団地代表

者が病気療養中などにより対応できない団地を除いた６団地に
２００９年２月にインタビュー調査をおこなった。
１．他出後継者への参加呼びかけ
　他出後継者の参加が見られるようになった団地では旧西郷村N
団地の代表者にインタビュー調査をおこなった。この地区には３５
戸あるが，現在は２５戸で路網の一斉清掃などの作業をおこなって
いる。３５戸のうち１０戸は独居世帯であり，高齢で年金生活である
場合には出役できなくても出不足金や雇用による代理者の出役な
どは要求していない。しかし，独居世帯の多くは後継者が近隣の
日向市などに居住しているため一斉清掃などの際には１０名程度が
来村し作業に参加している。これは各家庭から１人は出役すると
いうノルマを果たすことが主な目的となっており，一斉清掃以外
の個人の山に入っている道の管理もおこなっている。
　帰村する後継者は主に４０代であり，職業は公務員，会社員，土
建業など様々である。他出後継者が一時帰村し作業に参加しやす
い要因としては，①生産森林組合などを通じ地域の結びつきが強
いこと，②作業日の連絡を１か月以上前におこなうことによって
他出後継者が仕事の休みを合わせやすいように配慮すること，③
集落の夏祭りを作業と同日に開催することで来村するきっかけを
与えること，④支援交付金から日当を森林組合が直接参加後継者
の口座に振り込むこと，⑤近隣の都市である日向市に残っている
後継者が多いことが挙げられる。
２．不在村所有者への呼びかけ強化
　不在村所有者への呼びかけの強化をおこなっていると回答した
団地では諸塚村A団地，諸塚村I団地，旧西郷村S団地の代表者
にインタビュー調査をおこなった。
　諸塚村A団地では通勤林業をおこなっている２名が作業に参
加している。また，近年ではそれ以外に２〜３名が作業に参加し
ている。通勤林業者は以前から作業に参加しているが，それ以外
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表－２．今後の作業道の管理継続性　　　（単位：団地）

合計分から
ない

あと１０年
以上可能

あと５年
は可能

現時点
で困難

出役者の
平均年齢

６４１１０５０代未満
５７１３２８１１５５０代
４６１３１７９７６０代
５１２１１７０代
６０４０２不明
１２０　
（１００）

３１　
（２６）

５２　
（４３）

２２　
（１８）

１５　
（１３）

合計
（％）
資料：アンケートより作成

１人当りの作業量が増加

他の地区と協力する

他出後継者が参加

不在村者への呼びかけ

2%3%
5%

90%

図－３．参加者数減少の影響（n＝６１）
資料：アンケート結果より作成

出役できる家のみでおこなう

雇用等により代役を立てる

出不足金を取る

都合のつく日にしてもらう

3%8%

9%

80%

図－４．出役できない家への対応（n＝１２１）
資料：アンケート結果より作成



の数名は仕事の定年を機に作業に参加するようになった。全員が
日向市在住であり，年齢層は６０代となっている。通勤林業者以外
の人は元々諸塚村出身だが，この地区の出身ではなく，この地域
内に森林を所有していない。このような人たちが作業に参加し始
めたきっかけは，通勤林業者２名から諸塚村内での日雇いの仕事
の紹介を受け，その仕事の紹介を受けたお礼であった。あくまで
もお礼としておこなっているため，支援交付金からの日当などは
受け取っていない。
　諸塚村I団地では一斉清掃に不在村者２名が参加している。こ
の２名はこの地区からの転出者であり，子供の進学と振動病にな
り作業班をやめたことをきっかけにそれぞれ日向市に転出した。
現在は２名とも７５歳以上と高齢であり，山林の所有規模も小さい
ため一斉清掃以外の個人の山の道の管理にはあまり参加していな
い。一斉清掃の際には公民館から電話して連絡をしている。高齢
だが作業に参加するのは，地域の山に対する愛着があるからだと
いう。２名以外の日向市等への転出者はあまり戻ってくることは
なく，在村者に山林を売却するなどして手放している場合が多い。
一方，不在村所有者以外にも村中心部に転出した後継者は，道路
の共同作業の際に参加することもあるとのことであった。
　旧西郷村S団地では，不在村所有者が２〜５名が小集落ごとの
作業に参加している。作業道を新設していた１９６０年代から作業へ
の参加の呼びかけをおこなっており，この地区では共有林が多い
こともあり，共同作業への出役が多くみられた。その後出役者数
は減少したが，２０００年ごろに作業道の管理などの共同作業を制度
化し，日向市などに居住する不在村所有者にも連絡したため再び
出役者数が増加した。この不在村所有者は元々この地区に居住し
ていて日向市に転出した。転出した時期は古く，転出時には地域
に親や家が残っていたが，現在は農地や家などは地域内に所有し
ていないことが多い。年齢は４０〜５０代であり，日向市に家を持っ
ているなどの理由により今後帰村して定住することはなく，その
子世代はさらに帰属意識が低いため来村頻度も下がることが危惧
される。しかし，現時点では多くの不在村者が寺への参拝など
様々な理由で来村することがあるため，日向市やその近くに居住
している人には今後道の管理などでさらに呼びかけをおこなえば
参加者増加の可能性もあるとのことであった。作業に参加する条
件としては村祭りなどを通じて日常的なつながりが残っているこ
と，支援交付金からの日当支払いが挙げられる。
３．村内他地区との協力の強化
　村内他地区と協力するようになったと回答した団地では椎葉村
Ku団地と諸塚村A団地にインタビュー調査をおこなった。
　椎葉村Ku団地は，以前は１０戸以上あったが上椎葉ダムの完成
に伴い熊本，日向市，村内他地区への転出が増え，現在は２戸の
みとなっている。それに伴って道の管理もあまりおこなわれなく
なり横断溝が詰まり崩壊の原因となったこともあった。支援交付
金が開始されたときから村内他地区に転出した人に呼びかけ作業
するようになった。作業自体は各自で個人の山に入っている道で
作業をおこない，支援交付金給付に関する手続きを代表者が一括
しておこなっている。作業参加者はこの地区に住む人も含めた７
名であり年齢は５０〜８０歳までとなっている。６０代で後継者がいな
い場合があるため今後の管理に不安な面があり，支援交付金制度
がなくなれば，作業意欲が大きく低下することが懸念されている。

　諸塚村A団地では実行組合単位で作業を振り分け，作業をお
こなっている。高齢化の進行や各実行組合の人口減少に伴い，そ
れぞれが担当する作業に時間がかかるようになってきたため，作
業の振り分け方を見直し，複数の実行組合で協力し作業をおこな
うようになった。今後さらに高齢化が進行すれば小集落である実
行組合ではなく，自治公民館全体でより協力していく必要が生じ
ると考えている。
　今回のアンケートにおいて３村全体のうち，椎葉村のKo団地
のみが作業出役者数が増加したと回答していた。Ko団地では地
域内の１５戸を５戸ずつ３班に分けて作業をおこなっていたが，若
い人（４０代）が土建業等の仕事に出るため１日で作業を終わらせ
る必要があり，早く作業を終えた班が他の班に協力するように
なった。また，２００５年に台風で集落に通じる道が大きく崩壊し，
孤立集落となった経験から住民の危機意識が高まり，道の管理へ
の意識が向上し，台風前の路網の見回りや横断溝にたまった泥の
除去などを熱心にするようになったとのことであった。

Ⅵ．おわりに

　以上の結果から，耳川流域における作業道管理の現状は，参加
者数の減少および出役者の高齢化が進行しており，一部の団地で
は作業出役者の平均年齢が７０代に達し，今後の管理の継続が困難
化していることが明らかとなった。また，参加者数の減少に対し
て多くの場合，出役できない世帯に出不足金や雇用による代理者
の出役を課しておらず，出役可能な人や世帯に負担が集中する形
になっており，管理の継続が危ぶまれる状況にある。
　そうした中で，出役者数の減少や高齢化に独自に対策を取って
いる事例があり，不在村所有者や他出後継者の作業への参加の呼
びかけ強化や村内他地区との協力が把握された。不在村所有者や
他出後継者が作業に参加する要因としては故郷への愛着や自家山
林の管理の機会におこなう，居住地の近さ，支援交付金からの日
当の支払いが挙げられた。村内他地区との協力は高齢化や人口減
少により単独での管理の継続が困難な地域を周囲の比較的余力の
ある地区がカバーする形でおこなわれている。
　しかし，作業の継続が困難になりつつあるものの，多くの団地
ではあまり対策が講じられていない。日向市など近くに居住して
いる後継者や不在村所有者は日向市諸塚村人会の会員数などから
今回帰村し作業に参加している数以上に存在すると推察される。
そのような人の現状や意向を把握し，今後の作業参加を促すこと
が行政的にも作業道管理を継続する上で求められる。また，高齢
化の進行状況は地域によって差がみられるため，高齢化が進行し
ている地域を他の地区がカバーできるように作業地域を再編して
いくことも対策として挙げられる。また，旧西郷村や椎葉村にお
いて，支援交付金が対策を講じるきっかけとなったケースが複数
見られたことより支援交付金は路網の管理体制を支えるものとし
て活用されていることが示唆された。さらに，今後は作業道の排
水設備を改良し作業の負担を軽減するなどのハード面での対策を
講じることも必要だと思われ，この点は今後，別途検討する予定
である。
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